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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第138期

第３四半期連結
累計期間

第139期
第３四半期連結
累計期間

第138期
第３四半期連結
会計期間

第139期
第３四半期連結
会計期間

第138期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
     10月１日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
     10月１日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年
     ３月31日

売上高 (百万円) 11,900 11,469 3,930 3,694 16,040

経常利益 (百万円) 659 569 151 100 951

四半期(当期)純利益 (百万円) 377 333 89 48 521

純資産額 (百万円) ― ― 18,086 18,018 18,310

総資産額 (百万円) ― ― 22,041 21,984 22,522

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,125.211,121.021,139.13

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 24.27 20.78 5.58 3.04 33.28

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 82.1 82.00 81.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 607 774 ― ― 1,168

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △832 △581 ― ― △670

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,033 △300 ― ― 1,028

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 4,586 5,097 5,295

従業員数 (名) ― ― 805 823 801

(注)　１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載　

   しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社の異動もありません。　

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 823（140）

(注)  １ 従業員は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

 ２ 臨時従業員数はパートタイマーであり、派遣社員及びアルバイトを除いております。　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 449（79）

(注)  １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数は( )内に当第３四半期会計期

間の平均人員を外数で記載しております。

 ２ 臨時従業員数はパートタイマーであり、派遣社員及びアルバイトを除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

　　デンタル関連事業 2,195 △23.5

　　ネイル関連事業 38 △34.1

　　その他の事業 23 31.4

合計 2,257 △23.4

(注) １  金額は販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　当社グループは、販売計画に基づいて、生産計画を立て生産を行っておりますが、一部の製品に関しては

受注生産を行っております。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

　　デンタル関連事業 52 17.0 35 42.8

　　ネイル関連事業 － － － －

　　その他の事業 － － － －

合計 52 17.0 35 42.8

(注)   上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

　　デンタル関連事業 3,326 △5.2

　　ネイル関連事業 345 △14.8

　　その他の事業 22 28.5

合計 3,694 △6.0

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　　主たる相手先の販売実績割合が、10％未満のため記載しておりません。

　　 ３  セグメント間取引については、相殺消去しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来の見通しにかかわる記述については、当四半期報告書提出日現在において入手可能な情報に

基づき当社グループが判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)におけるわが国経済は、

海外経済の成長や政府の景気対策により緩やかな回復傾向で推移しました。しかしながら、雇用情勢は

依然として厳しく、長期化する円高や慢性的なデフレの影響などにより、引き続き先行き不透明な状況

が続いております。　　　　　　　　　　　

このような厳しい経営環境の中、当社グループの当第３四半期連結会計期間の売上高は3,694百万円

と前年同期比236百万円(6.0%減)の減収となりました。売上高に含まれる海外売上高は777百万円(対売

上高21.0%)となり、前年同期比178百万円(18.7%減)の減収となりました。

利益面は販売一般管理費が前年同期比で減少したものの、減収による影響が大きく、営業利益は130

百万円(前年同期比75百万円、36.7%減)、経常利益も100百万円(前年同期比51百万円、33.9%減)と、いず

れも前年同期比減益となりました。特別損益に貸倒引当金戻入額等を計上した結果、税金費用を差し引

いた四半期純利益は48百万円(前年同期比40百万円、45.6%減)となりました。

　
セグメントの業績

①　デンタル関連事業

国内では、前連結会計年度に発売を開始した前臼歯対応フッ素徐放性フロアブルコンポジットレジ

ン「ビューティフィル フロー プラス」や第１四半期連結会計期間に市場投入した双眼ルーペ「Ｍi

ＣＤルーペ」等が売上に寄与いたしましたが、市場環境は依然として厳しい状況が続き、前年同期比減

収となりました。海外は欧州を中心に外貨ベースでは引き続き回復傾向にありますが、円高による為替

換算の影響により、前年同期比減収となりました。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は3,326百万円(前年同期比181百万円、5.2%減)と

なり、営業利益は150百万円(前年同期比51百万円、25.5%減)となりました。

 

②　ネイル関連事業

ネイル関連事業は、長引く個人消費の低迷により、ネイル業界全体の市場の伸びが鈍る中、価格競争

の激化等引き続き厳しい環境で推移いたしました。その中でネット販売システムの拡充や自社グルー

プ製品を中心とした積極的な販売活動に注力いたしましたが、当第３四半期連結会計期間の売上高は

345百万円(前年同期比59百万円、14.8%減)となり、利益面は減収により、営業損失26百万円(前年同期比

27百万円減)となりました。

 

③　その他の事業

その他の事業は、株式会社昭研が歯科用研磨材の生産技術を応用し、工業用研磨材を製造販売してい

る事業分野であります。

　当第３四半期連結会計期間の売上高は産業材等の需要拡大により、23百万円(前年同期比4百万円、

26.5%増)となり、営業利益は6百万円(前年同期比3百万円、92.5%増)となりました。
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(2) 財政の状況

総資産は、前連結会計年度末に比べ、537百万円(2.4%減)減少し21,984百万円となりました。

　資産は主に、受取手形及び売掛金が減少しています。

　負債は、前連結会計年度末に比べ、246百万円(5.9%減)減少し3,966百万円となりました。未払金や未払

費用などその他の流動負債が減少しています。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ、291百万円(1.6%減)減少し18,018百万円となりました。為替換算

調整勘定の減少が主な要因であります。

　以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ、0.7ポイント上昇し82.0%となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ、198百万円

(3.7%減)減少し、5,097百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と前年同四半期対比の増減要因は

次のとおりであります。

　

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、284百万円のプラスとな

り、前年同四半期対比217百万円(324.3%増)の増加となりました。

これは主にたな卸資産の増減額による資金収入が前年同四半期に比べ、127百万円(94.2%増)増加し

たことや、法人税等の支払額が前年同四半期に比べ、91百万円(37.8%減)減少したことによるものであ

ります。

　

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、36百万円のマイナスとな

り、前年同四半期対比260百万円(87.8%増)の増加となりました。

これは主に投資有価証券の取得による支出が前年同四半期に比べ、198百万円減少したことによるも

のであります。

　

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、132百万円のマイナスとな

り、前年同四半期対比1百万円(0.9%減)の減少となりました。

これは主にリース債務の返済による支出が前年同四半期に比べ、1百万円(43.5%増)増加したことに

よるものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社松風(E01183)

四半期報告書

 6/32



　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありま

せん。

なお、当社は、平成22年５月14日開催の当社取締役会において、会社法施行規則に定める「当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を一部変更するとともに、特定株

主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として

特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の

具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除

きます。）への対応方針の内容を一部変更したうえで継続することを決定し、本対応方針継続の承認議

案を平成22年６月25日開催の第138回定時株主総会に提出、承認されました。

　

Ⅰ　基本方針の内容

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為

に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する株主の皆様の判断に委ねら

れるべきものであると考えます。

しかし、歯科器材の国際的メーカーである当社の経営においては、当社の有形無形の経営資源、将来

を見据えた施策の潜在的効果、そして世界の歯科医療に貢献し、このことを通じて人々の「健康」と

「美」に貢献するという当社に与えられた社会的使命、それら当社グループの企業価値を構成する要

素等への理解が不可欠であり、これらを継続的に維持、向上させていくためには、当社グループの企業

価値の源泉等を機軸とした中長期的な視野を持った取組みが必要不可欠であると考えております。当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的視点に立った施策が実行されな

い場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに関わる全てのステークホ

ルダーの利益は毀損されることになる可能性があります。

当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めてお

りますものの、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当

かどうかなど大規模買付者による大規模買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切にご判断い

ただくためには、買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠

です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの株主の皆様にとっても、かかる買付行為が当社グループ

に与える影響や、買付者が考える当社グループの経営に参画したときの経営方針、事業計画の内容、当

該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続保有を検討するうえで重要な判

断材料となると考えます。

　

Ⅱ　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する

特別な取組み　

当社は、基本方針の実現に資する特別な取組みとして、平成21年度から平成23年度までを対象期間と

した「中期経営計画」を策定しており、グループ売上高180億円の達成を目標としております。具体的

には、①グローバルマーケティング機能の強化と新製品・新技術による需要の創造とシェアアップ、②

海外事業の拡大、③コストダウン活動といった施策を通じて、企業価値ひいては株主共同の利益の向上

につなげることを目指しております。

また、激しい企業環境の変化に迅速に対応し、責任の明確化を図り、職務遂行度をより厳しく問うこ

とを目的として、取締役の任期を１年としております。また、監査役会につきましては、平成18年６月よ

り、それまでの３名体制（常勤監査役１名、社外監査役２名）から、常勤監査役２名体制にし、執行に対

する監督機能の強化を進めるなど、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けて取組んでおります。
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Ⅲ　会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み

当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、Ⅰで述べた会社支配に関する基本方針に照ら

し、「当社株券等の大規模買付行為への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）を継続するこ

とを決議いたしました。

本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買

付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市

場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した

者による買付行為を除きます。かかる買付行為を以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行

う者を以下「大規模買付者」といいます。）が行われる場合に、①大規模買付者が当社取締役会に対し

て大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を事前に提供し、②当社取締役会のための一定の評価

期間が経過し、かつ③取締役会又は株主総会が新株予約権の発行等の対抗措置の発動の可否について

決議を行った後に大規模買付行為を開始する、という大規模買付ルールの遵守を大規模買付者に求め

る一方で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株予約権の発

行等を利用することにより抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させること

を目的とするものです。

当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、まず、大規模買付者には、当社代表取締役宛

に大規模買付者及び大規模買付行為の概要並びに大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書

を提出することを求めます。さらに、大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業

日以内に交付する必要情報リストに基づき株主の皆様の判断及び当社取締役会の意見形成のために必

要な情報の提供を求めます。

次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し前述の必要情報

の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付け

の場合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場合）（最大30日間の延長がありえます。）を取締

役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当社取締役会は、当該期間内に、

外部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された情報を十分に評価・検討し、後述の企

業価値検討委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取りまとめて公表しま

す。また、当社取締役会は、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善につい

て交渉し、当社取締役会としての代替案を提示することもあります。

当社取締役会は、本対応方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な判断を防止するための諮

問機関として、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役及び社

外有識者の中から選任された委員からなる企業価値検討委員会を設置し、大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守しないため対抗措置を発動すべきか否か、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を著しく損なうと認められるため対抗措置を発動すべきか否か、対抗措置の発動の可否

につき株主総会に諮るべきか否か等の本対応方針に係る重要な判断に際しては、企業価値検討委員会

に諮問することとします。企業価値検討委員会は、①大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないた

め対抗措置発動を勧告した場合、②大規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を著しく損なうと認められるため対抗措置発動を勧告した場合、及び③大規模買付者に

よる大規模買付行為ないしその提案内容の評価、検討の結果、対抗措置の不発動を勧告した場合を除

き、新株予約権の発行等の対抗措置の発動の可否につき株主総会に諮るべきである旨を当社取締役会

に勧告を行います。

当社取締役会は、株主総会決議に従って、又は取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の

事情がない限り企業価値検討委員会の前述の勧告を最大限尊重し、新株予約権の発行等の対抗措置の

発動又は不発動に関する会社法上の機関としての決議を遅滞なく行います。対抗措置として新株予約

権の発行を実施する場合には、新株予約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことに

より新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大規

模買付者等による権利行使が認められないという行使条件や当社が大規模買付者等以外の者から当社

株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項等を付すことがあるものとします。

また、当社取締役会は、当社取締役会又は株主総会が対抗措置の発動を決定した後も、対抗措置の発動

が適切でないと判断した場合には、企業価値検討委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動

の変更又は停止を行うことがあります。当社取締役会は、前述の決議を行った場合は、適時適切に情報

開示を行います。
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本対応方針の有効期限は、平成22年６月25日開催の定時株主総会においてその継続が承認されたこ

とから、当該定時株主総会の日から３年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結の時まで継続するものとし、以後も同様とします。なお、本対応方針の有効期間中であっても、企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定める

上場制度の整備等を踏まえ随時見直しを行い、本対応方針の変更を行うことがあります。

なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.

shofu.co.jp/ir/）に掲載する平成22年５月14日付プレスリリースをご覧下さい。

　

Ⅳ　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

Ⅱに記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針

の実現に資する特別な取組みは、Ⅱに記載したとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上

させるための具体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本

方針に沿うものです。

また、Ⅲに記載した本対応方針も、Ⅲに記載したとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・

向上させるために導入されたものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当

社の基本方針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として企業価値検

討委員会を設置し、対抗措置の発動・不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することと

なっていること、企業価値検討委員会が株主総会に諮る必要がないと判断する限定的な場合を除き、原

則として株主総会決議によって対抗措置の発動の可否が決せられること、本対応方針の有効期間は３

年であり、その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容にお

いて公正性・客観性が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間は研究開発費として、288百万円を投入いたしました。

なお、当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更及び完了したものはありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡

充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,114,08916,114,089
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株でありま
す。

計 16,114,08916,114,089― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

－ 16,114 － 4,474 － 4,576
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(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、インターナショナル・バリュー・アドバイザーズ・エル・エル・

シーより、平成22年12月7日付で大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり（報告義務発生日：

平成22年12月1日）、以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当第３四半期会計期間末

における実質所有株式数の確認ができません。

　なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は、以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有持株数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

インターナショナル・バリュー・
アドバイザーズ・エル・エル・
シー

米国ニューヨーク州ニューヨーク、マ
ジソン・アベニュー645、12階

1,967,638 12.21

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成22年９月30日現在で記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式
　　　　　40,400

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式
      16,049,200

160,492 －

単元未満株式
普通株式
　　　　　24,489

－ 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数       16,114,089－ －

総株主の議決権 － 160,492 －

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式7株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　松風

京都市東山区福稲上高松
町11番地

40,400 － 40,400 0.25

計 － 40,400 － 40,400 0.25

(注)  当第３四半期会計期間末の自己株式数は、40,434株であります。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 744 725 740 727 743 752 730 733 750

最低(円) 709 699 700 701 705 710 699 695 710

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,381 6,430

受取手形及び売掛金 ※1
 2,104 2,444

有価証券 145 165

商品及び製品 2,283 2,179

仕掛品 605 573

原材料及び貯蔵品 552 551

その他 736 806

貸倒引当金 △135 △162

流動資産合計 12,673 12,989

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,397 6,590

減価償却累計額 △3,826 △3,887

建物及び構築物（純額） 2,570 2,702

その他 6,277 6,304

減価償却累計額 △4,077 △4,129

その他（純額） 2,199 2,174

有形固定資産合計 4,770 4,877

無形固定資産

のれん 467 534

その他 248 277

無形固定資産合計 716 812

投資その他の資産

投資有価証券 3,043 3,144

その他 789 708

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 3,824 3,844

固定資産合計 9,311 9,533

資産合計 21,984 22,522
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 556 666

短期借入金 1,020 1,020

未払法人税等 64 92

役員賞与引当金 34 33

その他 1,089 1,239

流動負債合計 2,765 3,051

固定負債

退職給付引当金 106 101

役員退職慰労引当金 548 509

その他 544 550

固定負債合計 1,200 1,161

負債合計 3,966 4,212

純資産の部

株主資本

資本金 4,474 4,474

資本剰余金 4,576 4,576

利益剰余金 9,431 9,387

自己株式 △55 △55

株主資本合計 18,427 18,382

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 259 357

為替換算調整勘定 △667 △430

評価・換算差額等合計 △408 △72

純資産合計 18,018 18,310

負債純資産合計 21,984 22,522
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 11,900 11,469

売上原価 5,314 5,084

売上総利益 6,586 6,384

販売費及び一般管理費 ※1
 5,854

※1
 5,735

営業利益 732 649

営業外収益

受取利息 21 13

受取配当金 44 46

会費収入 78 78

その他 45 55

営業外収益合計 189 194

営業外費用

支払利息 11 10

売上割引 114 112

当社主催会費用 87 74

その他 48 77

営業外費用合計 262 274

経常利益 659 569

特別利益

貸倒引当金戻入額 29 28

投資有価証券売却益 19 －

特別利益合計 49 28

特別損失

投資有価証券評価損 53 12

特別損失合計 53 12

税金等調整前四半期純利益 656 585

法人税等 ※2
 279

※2
 251

少数株主損益調整前四半期純利益 － 333

四半期純利益 377 333
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 3,930 3,694

売上原価 1,763 1,695

売上総利益 2,167 1,998

販売費及び一般管理費 ※1
 1,961

※1
 1,868

営業利益 206 130

営業外収益

受取利息 8 6

受取配当金 20 21

会費収入 6 6

その他 10 15

営業外収益合計 45 50

営業外費用

支払利息 4 3

売上割引 37 36

当社主催会費用 41 28

その他 16 11

営業外費用合計 99 80

経常利益 151 100

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 5

投資有価証券売却益 19 －

投資有価証券評価損戻入益 － 1

特別利益合計 19 7

特別損失

投資有価証券評価損 6 －

特別損失合計 6 －

税金等調整前四半期純利益 165 107

法人税等 ※2
 75

※2
 59

少数株主損益調整前四半期純利益 － 48

四半期純利益 89 48
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 656 585

減価償却費 463 446

のれん償却額 66 66

貸倒引当金の増減額（△は減少） △32 △26

退職給付引当金の増減額（△は減少） 35 △10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 40 39

受取利息及び受取配当金 △66 △60

支払利息 11 10

為替差損益（△は益） 6 30

投資有価証券評価損益（△は益） 53 12

投資有価証券売却損益（△は益） △19 －

売上債権の増減額（△は増加） 351 285

たな卸資産の増減額（△は増加） △342 △215

仕入債務の増減額（△は減少） 81 △62

その他 △202 △118

小計 1,103 982

利息及び配当金の受取額 67 61

利息の支払額 △14 △13

法人税等の支払額 △548 △256

営業活動によるキャッシュ・フロー 607 774

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △910 △1,178

定期預金の払戻による収入 758 1,009

有価証券の取得による支出 △2 △129

有価証券の償還による収入 － 128

有形固定資産の取得による支出 △460 △276

無形固定資産の取得による支出 △25 △31

投資有価証券の取得による支出 △198 △102

投資有価証券の売却による収入 24 －

貸付けによる支出 △5 △1

貸付金の回収による収入 6 10

その他 △19 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △832 △581

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △8 △11

自己株式の増減額（△は増加） 1,313 △0

配当金の支払額 △271 △289

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,033 △300

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 △89

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 795 △198

現金及び現金同等物の期首残高 3,788 5,295

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,586

※1
 5,097
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  
至  平成22年12月31日)

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

している。

　これによる損益に与える影響及び当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動はない。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  
至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。

 

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  
至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  
至  平成22年12月31日)

１  棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度にかかる実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっている。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性

の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積り、簿価切下げを行う方法によっている。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっている。また、一部の連結子会社については、予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定している。

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合については、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっている。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用している。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 当第３四半期連結会計期間末日満期手形処理

     当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日

   であるが、満期日に決済が行われたものとして処理

   している。四半期連結会計期間末残高から除かれて

   いる四半期連結会計期間末日満期手形は、次のとお

   りである。

 受取手形 38百万円

―――――――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次 

   のとおりである

 役員報酬及び給料手当 1,886百万円

※２ 税金費用については、四半期連結財務諸表の作成 

   に特有の会計処理により計算しているため、法人税 

   等調整額は「法人税等」に含めて表示している。

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次 

   のとおりである

 役員報酬及び給料手当 1,852百万円

※２               同左

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次 

   のとおりである

 役員報酬及び給料手当 633百万円

※２ 税金費用については、四半期連結財務諸表の作成 

   に特有の会計処理により計算しているため、法人税 

   等調整額は「法人税等」に含めて表示している。

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次 

   のとおりである

 役員報酬及び給料手当 609百万円

※２ 　　　　　　　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,648百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,061百万円

現金及び現金同等物 4,586百万円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,381百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,283百万円

現金及び現金同等物 5,097百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 16,114

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 40

　

　

３  新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月14日
取締役会

普通株式 160 10.00平成22年３月31日 平成22年６月４日 利益剰余金

平成22年11月４日
取締役会

普通株式 128 8.00平成22年９月30日 平成22年11月30日 利益剰余金

　

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。　　　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
デンタル
関連事業
(百万円)

ネイル
関連事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

3,507 405 17 3,930 ― 3,930

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― 1 1 (1) ―

計 3,507 405 18 3,931 (1) 3,930

  営業利益 201 0 3 206 (0) 206

（注）１　事業区分の方法

　　 事業は、製品の種類、用途及び市場の類似性を考慮して区分しております。

 ２　各区分に属する事業の内容

　　(1)デンタル関連事業……歯科に関連する材料、機器の製造販売及び修理サービス

　　(2)ネイル関連事業………ネイルに関連する美容器具・健康器具及び化粧品の製造・販売、サービス業

　　(3)その他の事業…………工業用材料・機器の製造販売、上記(1)、(2)以外の事業

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
デンタル
関連事業
(百万円)

ネイル
関連事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

10,588 1,267 44 11,900 ― 11,900

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― 2 2 (2) ―

計 10,588 1,267 46 11,902 (2) 11,900

営業利益又は営業損失(△) 726 △2 7 732 (0) 732

（注）１　事業区分の方法

　　 事業は、製品の種類、用途及び市場の類似性を考慮して区分しております。

 ２　各区分に属する事業の内容

　　(1)デンタル関連事業……歯科に関連する材料、機器の製造販売及び修理サービス

　　(2)ネイル関連事業………ネイルに関連する美容器具・健康器具及び化粧品の製造・販売、サービス業

　　(3)その他の事業…………工業用材料・機器の製造販売、上記(1)、(2)以外の事業
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アメリカ　
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,213 276 348 91 3,930 ― 3,930

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

230 5 31 73 340 (340) ―

計 3,444 281 380 165 4,270 (340) 3,930

営業利益 121 16 21 18 177 28 206

(注)　　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

    国又は地域の区分は、地理的近接度により、「アメリカ」、「欧州」、「アジア」に区分しております。

    「欧州」にはドイツ及びイギリス、「アジア」には中国が含まれております。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アメリカ　
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

9,790 779 1,009 320 11,900 ― 11,900

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

969 33 99 171 1,274(1,274) ―

計 10,759 813 1,109 492 13,175(1,274)11,900

営業利益 589 30 66 44 730 1 732

(注)　　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

    国又は地域の区分は、地理的近接度により、「アメリカ」、「欧州」、「アジア」に区分しております。

    「欧州」にはドイツ及びイギリス、「アジア」には中国が含まれております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 北米・中南米 欧州
アジア・
オセアニア他

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 288 349 317 956

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 3,930

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.3 8.9 8.1 24.3

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

　　北米・中南米……アメリカ・カナダ・ブラジル、欧州……ドイツ・イギリス、アジア・オセアニア他……

　　韓国・中国であります。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 北米・中南米 欧州
アジア・
オセアニア他

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 789 1,011 926 2,727

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 11,900

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.6 8.5 7.8 22.9

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

　　北米・中南米……アメリカ・カナダ・ブラジル、欧州……ドイツ・イギリス、アジア・オセアニア他……

　　韓国・中国であります。
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【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社のグループ事業は、デンタル関連事業、ネイル関連事業及びその他の事業（工業用材料・機器の製造

販売）から構成されており、各事業単位で、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開してお

ります。

　したがって、当社は、「デンタル関連事業」、「ネイル関連事業」、「その他の事業」を報告セグメントと

しております。

　「デンタル関連事業」は、歯科に関連する材料、機器の製造・販売及び修理サービスを、「ネイル関連事

業」は、ネイルに関連する美容器具・健康器具及び化粧品の製造・販売、サービス業を、「その他の事業」

は、工業用材料・機器の製造販売を行っております。

　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント
調整額
（百万円）
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（百万円）
（注）２

デンタル
関連事業
（百万円）

ネイル
関連事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,3011,106 62 11,469 ― 11,469

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 0 3 3 △3 ―

計 10,3011,106 65 11,473 △3 11,469

セグメント利益又は損失（△） 699 △66 16 649 0 649

(注) １ セグメント間取引消去によるものであります。

　　 ２ セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント
調整額
（百万円）
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（百万円）
（注）２

デンタル
関連事業
（百万円）

ネイル
関連事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,326 345 22 3,694 ― 3,694

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 0 1 1 △1 ―

計 3,326 345 23 3,695 △1 3,694

セグメント利益又は損失（△） 150 △26 6 130 0 130

(注) １ セグメント間取引消去によるものであります。

　　 ２ セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 1,121.02円
　

　 　

　 1,139.13円
　

　
２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 24.27円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式がないため記載していない。
　

１株当たり四半期純利益金額 20.78円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式がないため記載していない。
　

(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の

算定上の基礎については、潜在株式がないため記載しておりません。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 377 333

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 377 333

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,534 16,073
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 5.58円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式がないため記載していない。

　

１株当たり四半期純利益金額 3.04円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式がないため記載していない。

　

(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の

算定上の基礎については、潜在株式がないため記載しておりません。
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 89 48

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 89 48

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,073 16,073

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

 平成22年11月4日開催の取締役会において、第139期の中間配当を行うことを決議いたしました。

配当金の総額 128百万円

１株当たりの金額 8円
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

株式会社　松　風　

取締役会  御中

　

 新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐　々　木   健　次   印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    豊   原    弘   行    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社松風の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21

年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社松風及び連結子会社の平成21年12月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成

績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

株式会社　松　風

取締役会  御中

　

 新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡    部    　健 　 　  印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    豊    原    弘    行    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社松風の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社松風及び連結子会社の平成22年12月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成

績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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